
第 3 2 条の３  少量危険物を 収納し た容器を 屋外において架台で貯蔵する 場合には、 高さ ６ メ ート ルを

超えて貯蔵し てはなら ない。（ ほ）  

２  少量危険物を 屋外において貯蔵し 、 又は取り 扱う 場所の位置、 構造及び設備の技術上の基準は、 次

のと おり と する 。（ す）（ ほ）  

⑴ 危険物を 貯蔵し 、 又は取り 扱う 屋外の場所（ 移動タ ン ク を 除く 。） の周囲には、 容器等の種類及

び貯蔵し 、 又は取り 扱う 数量に応じ 、 次の表に掲げる 幅の空地を 保有する か、 又は防火上有効な塀

を 設ける こ と 。 ただし 、 開口部のない防火構造（ 建築基準法第２ 条第８ 号に規定する 防火構造を い

う 。 以下同じ 。） の壁又は不燃材料で造つた壁に面する と き は、 こ の限り でない。（ に）（ ほ）  

容器等の種類 貯蔵し 、 又は取り 扱う 数量 空地の幅 

タ ン ク 又は金属製容器 指定数量の２ 分の１ 以上指定数量未満 １ メ ート ル以上 

その他の場合 指定数量の５ 分の１ 以上２ 分の１ 未満 １ メ ート ル以上 

指定数量の２ 分の１ 以上指定数量未満 ２ メ ート ル以上 

⑵ 液状の危険物を 取り 扱う 設備（ タ ン ク を 除く 。） には、 その直下の地盤面の周囲に高さ 0 .1 5 メ ー

ト ル以上の囲いを 設け、 又は危険物の流出防止にこ れと 同等以上の効果がある と 認めら れる 措置を

講ずる と と も に、 当該地盤面は、 コ ン ク リ ート その他危険物が浸透し ない材料で覆い、 かつ、 適当

な傾斜及び貯留設備( 第４ 類の危険物のう ち水に溶けないも のを 取り 扱う 設備にあつては、貯留設備

又は油分離装置) を 設ける こ と 。（ ま ）  

⑶ 危険物を 収納し た容器を 架台で貯蔵する 場合には、 架台は不燃材料で造り 、 かつ、 堅固な地盤面

に固定する こ と 。（ ほ）  

 

【 解説】  

本条第１ 項は、 少量危険物を 屋外で架台を 用いて貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合の高さ は、 ６ メ ート ル以

下と する こ と を 規定し たも のである 。  

第２ 項は、 少量危険物を 屋外において貯蔵し 、 ま たは取り 扱う 場所の位置、 構造及び設備の技術上の

基準を 規定し たも のである 。  

 

１  第２ 項第１ 号 

  用語等については、 次のこ と に留意する こ と 。  

 ⑴ 「 空地」 と は、 少量危険物貯蔵取扱所が火災になっ た場合、 他への延焼を 防止し 、 かつ、 消防活

動に使用する ための空地であり 、少量危険物貯蔵取扱所の一部に含ま れ規制さ れる も のである 。( 図

3 2 の３ －１ 参照)  

 

 

 

 

 

 

 



図 3 2 の 3 -1  屋外の少量危険物施設の例 

 

 

 ⑵ 「 空地を 保有」 と は、 少量危険物貯蔵取扱所の所有者、 管理者、 占有者がその所有権、 地上権、

借地権等を 有し ている こ と を いう 。  

 ⑶ 少量危険物貯蔵取扱所が建築物の屋上にある と き は、 屋外と し て取り 扱う も のと する 。  

 ⑷ 「 防火上有効な塀」 と は、 高さ 1 .5 メ ート ル以上の不燃材料で造る も のと し 、 少量危険物貯蔵取

扱所の高さ が 1 .5 メ ート ルを 超える 場合は、 当該施設の高さ 以上と する 。  

   塀を 設ける 範囲は、 空地を 保有でき ない部分を 遮へいする 範囲以上と し 、 かつ、 地震等の災害に

おいて容易に破損、 転倒し ない構造と する こ と 。  

 ⑸ 「 開口部のない防火構造の壁又は不燃材料で造っ た壁」 と は、 塀の高さ は地盤面から 少量危険物

貯蔵取扱所が直面する 階ま での高さ と し 、 幅は、 空地が保有でき ない部分を 遮へいする 範囲以上と

する こ と 。 開口部のない準耐火構造の壁も 同様の扱いと する 。（ 図 3 2 の３ －２ 、 図 3 2 の３ －３ －

１ 、 図 3 2 の３ －３ －２ 参照）  
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図 3 2 の３ －２  塀を 設ける 場合の例 

 

 

 

 

図 3 2 の３ －３ －１ ・ 図 3 2 の３ －３ －２  耐火構造等の壁に面する 場合の例 
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２  第２ 項第２ 号 

 ⑴ 「 同等以上の効果がある と 認めら れる 措置」 には、 次の方法があ る 。  

  ア 危険物を 取り 扱う 設備の周囲の地盤面に、 排水溝を 設ける 方法 

  イ  設備の架台に有効なせき 又は囲いを 設ける 方法 

  ウ  パッ ケージの形態で危険物の流出防止に効果がある と 認めら れる も の 

 ⑵ 傾斜については、円滑にためま すに流入する 程度の勾配と し 、ま た、ためま すの大き さ は貯蔵し 、

又は取り 扱う 危険物の量に応じ たも のでなければなら ないが、 最低縦、 横、 及び深さ がそれぞれ

3 0 セン チメ ート ル以上と する のが望ま し い。  

 

３  第２ 項第３ 号 

  架台は不燃材料で造り 、 堅固に固定する こ と 。  


